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財務報告実務検定の改革及び試験範囲の改訂について 
 

 
2014 年 10 月 8 日 

〇財務報告実務検定の現行法令対応化について 
 財務報告実務検定の試験問題及びテキスト類が「現行法令等」に対応することになりま

した。これにより、今後は、受験時点現在の実務において原則適用となっている法令等で

財務報告実務検定を学習・受験することができるようになります。 
 これまで財務報告実務検定は、試験問題やテキスト類をアップデートする時間を確保す

る必要性から、試験年度の１年前の３月期において原則適用となっている法令等を出題範

囲としてきました。例えば現在実施中の財務報告実務検定では、2013 年３月期を基準期（四

半期報告書及び四半期決算短信については 2013 年３月期第２四半期を基準期）として、当

該基準期において原則適用となっている法令等を出題範囲としていました（早期適用につ

いては出題範囲外）。 
 一方、受験者からは、現在の実務で使っている法令等で学習・受験したいとのご要望を

数多くいただいておりました。そこで、今秋より、テキスト類を電子化＆オンデマンドで

製本化する仕組みを導入することで、試験問題及びテキスト類を現行法令等に対応させる

ことといたしました。今後は、財務報告実務検定の受験勉強で学習したことを、そのまま

現在の実務に活かしていただくことができます。 
 
＜現在実施中の財務報告実務検定＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜今後の財務報告実務検定＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

試験開始

2012 年 
９月30日 

2014 年 
秋（＊１）

現行試験終了

2013 年 
３月 31 日 

試験問題基準日 

（四半期関連問題以外）

2013 年 
11 月 1 日 

試験問題基準日 

（四半期関連問題） 

現在実施中の財務報告実務検定 

新試験開始 

2014 年秋（＊１,＊２） 

＊１ 制度変更時期の詳細な日程については後日、財務報告実務検定の公式ホームページ

で告知いたします。 
＊２ 試験開始時点で原則適用となっている法令等に対応。 

改正 改正 

対応 対応 
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〇テキスト類の改訂について 
 以下の４つの書籍が、日本 IPO 実務検定協会公認の財務報告実務検定学習用テキストと

なります。いずれも現行法令に対応しています。購入は財務報告実務検定の公式ホームペ

ージよりお願いいたします（書店やアマゾンドットコム等では購入できません）。いずれの

書籍も、電子版（PDF）、製本版のいずれかをお選びいただけます。 
 
・財務報告実務検定 公式テキスト 
・財務報告実務検定 公式問題集 
・財務報告実務検定 計算対策問題集 
・財務報告実務検定のポイント（財務報告実務検定の要点および確認問題） 
 
※財務報告実務検定の公式ホームページ 
http://www.zaimuhoukoku.jp/index.html 
 
〇今秋より開始する新しい試験制度における財務報告実務検定の試験範囲の改訂について

（※） 
 

試験科目 項目 主な出題内容 

財務報告概論 

ディスクロージャーの目

的・分類・効果 

総論、ディスクロージャーの分類、財務報告の範囲と開示プロセス、会計制度改革とディスク

ロージャー制度 

ディスクロージャーの体制

と年間スケジュール 
総論、年間スケジュール、本決算スケジュール 

財務報告基礎データの収

集 

決算・財務報告業務開始前に確認しておくべきデータ、データ収集のツールとしての連結パッ

ケージ、有価証券報告書の各開示項目に必要なデータの概要、財務報告基礎データの収集

体制の整備、他社事例の収集等 

財務報告に係る内部統制 
総論、財務報告に係る内部統制の評価・報告の流れ、決算・財務報告プロセス等に係る内部

統制構築上の留意点 

金融商品取引法 
総論、有価証券届出書、有価証券報告書、四半期報告書、内部統制報告書、その他の開示

書類、電子開示実務★1 

適時開示 
総論、決算短信、四半期決算短信、決定事実・発生事実、不適正な適時開示に対する措置

★2 

会社法 
各事業年度において作成が必要となる財務情報等、会社の計算等に関する会社役員の責

任 

その他 その他の提出書類等、ＩＲと任意開示 

財務報告各論 

（金融商品取引

法） 

有価証券報告書 

★3,4,5,6 

開示府令・財規・連結財規における規定内容、各数値の計算方法・整合性、表示に関する計

算問題 

四半期報告書 開示府令・四半期財規・四半期連結財規における規定内容、有価証券報告書との相違、各
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数値の計算方法・整合性、表示に関する計算問題 

内部統制報告書 内部統制府令の規定内容、財務報告に係る内部統制基準・実施基準の規定内容 

財務報告各論 

（適時開示） 

決算短信 
取引所規則における規定内容、有価証券報告書との相違、各数値の計算方法・整合性、表

示に関する計算問題 

四半期決算短信 
取引所規則における規定内容、四半期報告書との相違、各数値の計算方法・整合性、表示

に関する計算問題 

その他の適時開示等 
決定事実・発生事実・コーポレート・ガバナンス報告書に関する取引所規則における規定内

容 

財務報告各論 

(会社法) 

招集通知 

（狭義） 
会社法、会社法施行規則の規定内容 

事業報告 会社法、会社法施行規則・会社計算規則の規定内容、有価証券報告書との相違 

連結計算書類 
会社法、会社計算規則の規定内容、有価証券報告書との相違、各数値の計算方法・整合

性、表示に関する計算問題 

計算書類等 
会社法、会社計算規則の規定内容、有価証券報告書との相違、各数値の計算方法・整合

性、表示に関する計算問題 

 
（主な改訂内容） 

★1：次世代 EDINET 稼働、有価証券報告書の全文 XBRL 化等に対応 

★2：不明確な情報への機動的な注意喚起を行うための開示注意銘柄制度の改善に係る上場制度等の

見直しに対応 

★3：退職給付会計基準の改正（連結財務諸表において「退職給付に係る資産」「退職給付に係る調整

累計額」を表示するとともに、会計方針において退職給付に係る会計処理の方法を記載、退職給付の

注記の充実等） に対応 

★4：特別目的会社の債務等の区分表示に関する連結財規の改正に対応  

★5：（連結）株主資本等変動計算書の横形式化に対応 

★6：単体開示の簡素化（財務諸表につき会社法計算書類を転用可能、区分掲記の重要性の基準値の

緩和、単体注記や【主な資産および負債の内容】等の簡素化等）への対応 

 
※ 法令等の改正があった場合には、その都度、原則適用の施行日より試験問題及びテキ

スト類がアップデートされます。 


